












































 22 嘉義銀行については、波形昭一「植民地台湾における地場普通銀行の経営分析」（『独協経済』第 86 号、
2009 年 4 月）など。
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　日本人住民の定住性の高低や新・旧中間層の存在形態の相違が総督府の政策と複雑に絡
み合い、運動はそれぞれ異なる結末を辿った。
　高雄州高雄街は、日本人新中間層が多いがその定住性は低く、地域振興に関わる運動は
展開されなかった。鳳山・屏東両街では中等学校設立を目指す運動が展開されたが、いず
れも短期間で収束した。鳳山街には中学校設置の前提となる日本人が少なく、屏東街は地
域振興を牽引する日本人中間層の基盤が脆弱すぎたからである。こうした中で、総督府の
政策は貿易の拠点づくりという国策に即して高雄街に有利に作用し、中学校は高雄街に置
かれた。
　台南州台南市は、日本人・台湾人を含めて新聞記者や弁護士、学校教員など定住性の高
い新中間層が発言権を握っており、彼らの高商設立要求は総督府の政策決定に一定の影響
力を持った。だが総督更迭に伴う政策転換により台南高商を高工に転換する方針が発表さ
れるにおよび、有志間で意見が対立した。その過程で主に台湾人側の教育要求が切り捨て
られることになった。
　嘉義街は、1920 年の地方制度改正により周縁化が決定付けられた。だが定住性の高い
日本人旧中間層や、地域密着型企業の企業幹部たる台湾人新中間層が地域利害を媒介とし
た協力関係を持続させ、中学校の新設を実現させた。
　ここであらためて運動有志と中等・高等教育機関との関わりについて見ると、日本人と
台湾人では、学校設置にかける思いに相違があったと考えられる。日本人にとって中等以
上の学校は、子どもの進学のための受け皿という機能はもちろんだが、地元の都市化の度
合いを測るバロメーターとしての役割も果たしたと推測できる。他方、厳然たる教育格差
が存在する中で台湾人にとってより意味を持ったのは、「台湾人本位」の学校の実現の程
度ではなかったかと思われる。
　鳳山街の「本島人中等学校」設立の請願は、実現すれば地域利益とともに台湾人の民族
利益に資するはずであったが、請願は却下された。
　屏東街や嘉義街の運動は、成功したか否かは別として、「台湾人本位」を放棄して地域
利益を全面的に打ち出すことで日本人との共闘が成立し得た。
　台南高商は、日本内地の「専門学校令」に準拠しながら「台湾人本位」にもなり得る可
能性を示していたが、設立から 3 年目に廃校となった。
　こうした状況から、台湾の「植民地性」があらためて浮き彫りになる。つまり、台湾人
が「台湾人本位」の学校を求めたところで、総督府や州当局の政策は、日本人の利益を優
先する点において揺るぎがなかったのである。
